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欧州統一特許制度における特許維持年金の額を EPOが提案 
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１．はじめに 

現行の EP 特許制度下では、EPC に基づいてファイルされた特許出願の審査を EPO が行い、

特許査定後に指定国ごとに有効化手続（validation）が行われます。発行された EP特許は、指

定国ごとの法令に準拠し、指定国ごとに独立して発効します。このように、現行の EP特許制度

においては、EP特許出願に対して統一された審査手続が行われる一方、権利行使は指定国ごと

に行われることになっています。 

 

英語、独語、又は、仏語を公用語としない EU加盟国が指定国として含まれている場合であっ

て、当該加盟国がロンドン・アグリーメントを批准していない場合、EP特許をその指定国の国

内特許として有効化するためには、EP特許の明細書およびクレームをその国の言語に翻訳して

提出する必要があります。この場合、特許権者の費用負担は少なくありません。加えて、特許維

持年金（renewal fee）についても、有効化した指定国ごとにその対応特許庁に納付する必要が

あります。 

 

このような状況下で、1975年にルクセンブルク条約において、EU 全域で適用される統一特

許制度*1が提案されました（現時点で、欧州統一特許制度の発効時期は、2016年の中旬～2017

年の初旬ごろになると見込まれています。）。その後、実質的な進展はなく、2000年に、欧州

委員会が、EU全域で適用される統一特許制度と共同体特許制度のドラフトを作成し、これを提

示しました。ところが、欧州統一特許制度のドラフトには、特許維持年金の具体的な額について

の提案はありませんでした。 

 

 このような状況下において、このたび、EPO は、特許維持年金について具体的な提案を示し

ました。特許維持年金に対するこれまでの協議内容と、今回の提案の内容とに関し、以下に説明

します。 

                                                   

*1 既存の EPOによる出願手続の制度の枠組みをそのまま利用し、EPOによる特許査定後、現行のように各指定国の

特許庁への有効化（validation）の手続を行うことによって指定国ごとの特許を取得するか、あるいは、統一特許（25

カ国の EU加盟国）を取得するかを出願人が選択する制度。 
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